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〈レポート〉農林水産業

基礎研究部長　平澤明彦

欧州グリーンディールと農林水産業

（LULUCF）規則を必要に応じて見直す。
①のETSについては対象部門を拡大する方

向であり、これまでの固定施設と航空に加え
て、海事・陸上輸送・建物の参加を検討する。
また、排出削減の不十分な国との貿易による
不利益（炭素リーケージ）を防ぐために一部の部
門で炭素国境調整措置

（注1）
を導入し、これまでな

されてきた排出量の無償割当等を代替しよう
としている

（注2）
。市況の低迷が続くETSのてこ入

れを図る措置と思われる。
農業は18年以来、輸送・建物・廃棄物管理

とともに非ETS部門として一括して30年まで
の削減目標（05年対比30%）が課されている。輸
送や建物が新たにETSに組み込まれれば、農
業は数少ない非ETS部門の一つとして残され
ることになろう。また、非ETS部門の削減目
標も改めて検討が必要となろう。
②のLULUCF規則は各国の森林、耕地、草

地、湿地などの排出量が吸収量を上回っては
ならないことと、排出量・吸収量の算定方法
を定めている。したがって上記の見直しによ
り、この規則が改正されれば農林業にも何ら
かの影響が見込まれる。なお、既存制度では、
農林業は食料安全保障や生物多様性など多面
的な政策目的に関わっていることから温暖化
緩和に貢献する余地は比較的限られていると
みなされ、非ETS部門における排出削減目標
の設定時にもその点が考慮されている。また、
吸収量が排出量を上回る場合は、その超過分
をETS対象部門の目標未達成分を相殺するの
に一定の範囲内で用いることができる。

EUの行政府に当たる欧州委員会は、2019年
12月11日に包括的な気候・環境対策「欧州グ
リーンディール」の概要案を公表した。農林
水産業に影響のある点を紹介したい。

1　欧州グリーンディールとは
これは12月１日に就任したフォン・デア・

ライエン新委員長（任期５年間）が公約の第一
番目に掲げた目玉の政策である。氏は就任か
ら百日以内つまり20年３月上旬までに詳細案
を提出すると約束した。今回発表された概要
案は、温暖化ガスの排出削減とそれに関わる
再生可能エネルギー・循環経済・建築の効率
向上・輸送、次いで環境保全に関わるフード
システム・生態系・汚染ゼロ目標、そしてそ
れらを実現するための財源調達・研究と革
新・移行支援・教育、ステークホルダーによ
る欧州環境協定といった広範な領域と多くの
施策を含んでいる。以下ではそのうちの排出
削減とフードシステムの内容を確認する。

2　排出削減目標の法制化と引上げ
温暖化ガスの排出削減については、20年３

月までに欧州初の「気候法」案を提出し、排
出量を遅くとも50年には実質ゼロにする目標
を定める。これは欧州委員会が18年に打ち出
した構想を法制化するものである。また、これ
まで30年に向けた削減率目標は1990年対比
40%であったが、それでは2050年目標に間に
合わないため50%ないし55%に引上げを目指
す（20年夏までに計画を提出）。そしてそれに伴
い、21年６月までには①排出量取引制度（ETS）
および、②土地利用・土地利用変化・林業
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3　 ファーム・トゥ・フォーク戦略と
農林水産業
農業生産から消費までにわたるフードシス

テムについては、公正で健康に良く環境に配
慮したものにするための「ファーム・トゥ・
フォーク」戦略を21年春に提出し、フードチ
ェーンの全段階にわたる広範なステークホル
ダーとの議論を開始する予定である。この構
想には以下にみるとおり農林水産業への直接
的な言及が多くみられる。
とくに共通農業政策（CAP）と共通漁業政策

は、次期中期財政でそれぞれ予算の40%およ
び30%が気候対策に貢献するよう求められて
いることもあり、ファーム・トゥ・フォーク
戦略の極めて重要な手段

（注3）
として、農業者・漁

業者に相応の生活を保証しながら望ましい移
行を支援するよう位置付けられている。
次期CAP（21～27年）の開始が22年以降にず

れ込む見込みであることから、各加盟国がそ
れまでに策定するCAP戦略計画にグリーンデ
ィールとファーム・トゥ・フォーク戦略の目
標を十分に反映させることを目指す。とくに
各種の持続可能な農業慣行の利用が想定され
ている。また、CAPにおける成果重視の新た
な運営方式を活用し、追加的な環境直接支払
（エコスキーム）などの施策は、農業者による環
境・気候対応の成果、具体的には水質改善と
温暖化ガス排出削減に向けた（肥料など）栄養
素管理の改善や、土壌への炭素貯蔵などに対
して報酬を支払う。
次期CAP戦略計画は、化学殺虫剤・肥料・

抗生物質の利用削減（および殺虫剤のリスク低

減）にかかる目標の高度化も反映しなければな
らない。同計画で過剰栄養素由来の水質汚染
を抑制することは、21年に採択予定の「汚染
ゼロ行動計画」にも貢献する。病虫害防除に
ついては革新的な方法を開発する必要がある。
共通漁業政策には漁業の生態系に対する悪影
響の縮小が期待されている。生態系全般の改
善・回復については法制化など必要な措置を
検討する。
食料源の観点からは、持続可能な海産物は

低炭素の食料源として期待され、また革新的
な食料・飼料や藻類ベースの海産物などの開
発は循環経済（循環型経済）の実現に貢献する。
食料の流通・消費の段階では、持続可能な

食料消費を促進するために、電子的手段など
により詳細な情報を消費者に提供し、健康的
で持続可能な食品の選択と食品廃棄の削減を
助ける。また、EUの環境基準を満たさない輸
入食品はEU市場で認められないとしており注
目される。さらに、バリューチェーンにおけ
る農業者の立場を改善する提案も予定されて
いる。
ファーム・トゥ・フォーク以外の分野では、

20年３月に生物多様性戦略を提出し、さらに
それに基づいてEU森林戦略を策定し、効果的
な造林と森林保全・回復を目指す。森林には
CO₂吸収の拡大や、森林火災の減少、バイオ
エコノミーの促進が期待されている。
このように欧州グリーンディール、とくに

ファーム・トゥ・フォーク戦略は農林水産業
に幅広い関わりがある。実際の影響を見きわ
めるには、施策の具体化を待つ必要がある。

（注 1）公約の段階では「炭素国境税」であった。
（注 2）これらの施策はETS（2005年開始）の「第 4段
階」に相当するものと考えられる。

（注 3）ただし、ファーム・トゥ・フォークの主管は
保健衛生・食品安全総局であるのに対して、農業
と漁業は農業総局の管轄である。
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